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今号の特集では，平成20年11月１日現在で実施さ

れた「平成20年特定サービス産業実態調査」につい

て経済産業省から公表された調査結果のうち，福岡

市に関する内容を紹介します。 

 特定サービス産業実態調査は，サービス産業の実

態を把握し，施策の基礎資料を得ることを目的とし

て昭和48年から実施されています。平成20年調査で

は10業種が追加され，平成19年に実施した11業種と

あわせて21業種が調査対象となりました。今回の特

集ではこの21業種の中から，大都市の数値が公表さ

れている15業種について見ていきます。（表１） 

○ 本文中の「前年調査との比較」は「業種」単位で

行っています。平成19年と20年の両年とも調査対象と

なった事業所のみを比較する，いわゆる「継続事業

所のみ」を対象とした比較ではありません。 

○ この特集では複数の業種の値を１表にまとめてい

ることから，例えば「ソフトウェア業」の業種の表

において，経済産業省が公表する統計表では「ソフ

トウェア業務」と表現されているものを「当該業

務」と表現しています。 

○ 本文中の「年間商品販売額」は平成19年11月１日

から平成20年10月31日までの１年間又は最も近い決算

日前1年間を対象としたものです。 

 

１．事業所数 

 事業所数が最も多い業種はソフトウェア業で

543事業所，次いでデザイン・機械設計業が215事

業所，広告代理業が193事業所と続いています。 

 前年と比較すると，ソフトウェア業が30.5％増

と大きく増加し，以下，その他の広告業が20.3％

増，デザイン・機械設計業が18.1％増となりまし

た。 

 一方，各種物品賃貸業は事業所数の変化なし，

産業用機械器具賃貸業及び事務用機械器具賃貸業

の事業所数は減少しています。 

 また，事業所数を単独事業所，本社，支社別に

見ると，デザイン・機械設計業やその他の広告業

で，単独事業所の割合が高くなっています。（表

１，図１） 

ソフトウェア業の事業所数などが大きく増加 
～平成２０年 特定サービス産業実態調査～ 

特 集 

表１ 特定サービス産業実態調査の 

調査対象業種（平成20年） 

情報サービス業（中分類39）
ソフトウェア業 (小分類391)
情報処理・提供サービス業 (小分類392)

インターネット附随サービス業（中分類40）
インターネット附随サービス業 (小分類401)

映像・音声・文字情報制作業（中分類41）
映像情報制作・配給業 (小分類411)
音声情報制作業 (小分類412)
新聞業 (小分類413)
出版業 (小分類414)
映像・情報・文字情報制作に附帯するサービス業 (小分類415)

貸金業，投資業等非預金信用機関（中分類64）
クレジットカード業、割賦金融業 (小分類643)

デザイン・機械設計業 (小分類806)

機械等修理業（別掲を除く）（中分類87）
機械修理業（電気機械器具修理業を除く） (小分類871)
電気機械器具修理業 (小分類872)

物品賃貸業（中分類88）
各種物品賃貸業 (小分類881)
産業用機械器具賃貸業 (小分類882)
事務用機械器具賃貸業 (小分類883)
自動車賃貸業 (小分類884)
スポーツ・娯楽用品賃貸業 (小分類885)
その他の物品賃貸業 (小分類889)

広告業（中分類89）
広告代理業 (小分類891)
その他の広告業 (小分類899)

その他の事業サービス業（中分類90）
計量証明業 (小分類903)

専門サービス業（他に分類されないもの）（中分類80）

図１ 単独事業所，本社，支社別の割合 

単独事業所 本社 支社



表１ 事業所の概要 

業　　　　　種

増加率

％

ソ フ ト ウ ェ ア 業  416  172  71  173  543 30.5  240  78  225

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業  138  66  12  60  158 14.5  81  14  63

インターネット附随サービス業 （調査なし）  14 － 6 4 4

デ ザ イ ン ・ 機 械 設 計 業  182  162  10  10  215 18.1  183  12  20

機 械 修 理 業 （調査なし）  63 － 30 6 27

電 気 機 械 器 具 修 理 業 （調査なし）  53 － 23 2 28

各 種 物 品 賃 貸 業  53  6  8  39  53 0.0  6  8  39

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業  93  16  10  67  89 ▲ 4.3  18  7  64

事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業  9  1 －  8  8 ▲ 11.1  1 －  7

自 動 車 賃 貸 業 （調査なし）  82 － － 4 78

ス ポ ー ツ ・ 娯 楽 用 品 賃 貸 業 （調査なし） － － － － －

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 （調査なし）  46 － 16 7 23

広 告 代 理 業  168  77  30  61  193 14.9  96  31  66

そ の 他 の 広 告 業  64  45  5  14  77 20.3  47  9  21

計 量 証 明 業  10  3  2  5  11 10.0  3  1  7

支社本社

事業

所数 単独

事業

所

本社 支社

単独

事業

所

平成20年

本社・支社別本社・支社別

平成19年

事業

所数

業　　　　　種

増加率

A B B／A

人 人 人 人 ％ 人 人 人

ソ フ ト ウ ェ ア 業 15 052 15 558 14 737  543 17 764 18.0  33 18 406 17 306

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 4 266 4 349 3 698  158 4 044 ▲ 5.2  26 4 030 3 456

インターネット附随サービス業 （調査なし）  14  253 －  18  281  257

デ ザ イ ン ・ 機 械 設 計 業  940  954  895  215 1 399 48.8  7 1 487 1 354

機 械 修 理 業 （調査なし）  63 1 071 －  17 1 090  944

電 気 機 械 器 具 修 理 業 （調査なし）  53 1 408 －  27 1 523 1 322

各 種 物 品 賃 貸 業 1 080 1 137  955  53 1 048 ▲ 3.0  20 1 112  905

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業 1 044 1 068  971  89  946 ▲ 9.4  11  958  900

事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業  63  68  64  8  57 ▲ 9.5  7  65  56

自 動 車 賃 貸 業 （調査なし）  82  803 －  10  814  800

ス ポ ー ツ ・ 娯 楽 用 品 賃 貸 業 （調査なし） － － － － － －

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 （調査なし）  46  624 －  14  629  522

広 告 代 理 業 2 494 2 565 2 481  193 2 618 5.0  14 2 730 2 667

そ の 他 の 広 告 業  974  996  970  77 1 209 24.1  16 1 214 1 176

計 量 証 明 業  335  352  186  11  447 33.4  41  493  325

平成20年

うち当該

業務の

従事者数

事業

所数

従業

者数 １事業所

当たり
従事

者数

平成19年

うち当該

業務の

従事者数

従業

者数

従事

者数

派遣してい

る人の割合

A B B／A C A-B+C

人 人 ％

ソ フ ト ウ ェ ア 業  543 17 764 81 688 3.9  89 1 330 18 406

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業  158 4 044  21  417 10.3  27  403 4 030

インターネット附随サービス業  14  253 － － －  3  28 281

デ ザ イ ン ・ 機 械 設 計 業  215 1 399  6  29 2.1  8  117 1 487

機 械 修 理 業  63 1 071  2  7 0.7  13  26 1 090

電 気 機 械 器 具 修 理 業  53 1 408 4 35 2.5  12  150 1 523

各 種 物 品 賃 貸 業  53 1 048  2  21 2.0  20  85 1 112

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業  89  946 1 5 0.5  9  17 958

事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業  8  57 － － －  3  8  65

自 動 車 賃 貸 業  82  803 － － －  5  11  814

ス ポ ー ツ ・ 娯 楽 用 品 賃 貸 業 － － － － － － － －

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業  46  624 － － －  2  5  629

広 告 代 理 業  193 2 618 12 53 2.0  38  165 2 730

業所から派

遣されてい

る人

従事

者数

うち、別経営

の事業所に派

遣している人

業　　　　　種
事業

所数

従業

者数 該当事

業所数

該当事

業所数

人 人

そ の 他 の 広 告 業  77 1 209  3  6 0.5  6  11 1 214

計 量 証 明 業  11  447 3 4 0.9  6  50 493

別経営の事

 表２ 従業者数，従事者数の概要 

表３ 派遣者の状況  



２．従業者数，従事者数 

業　　　　　種

増加率
当該業務

売上高割合

A B C C／A C／B D D／C

百万円 百万円 人 百万円 ％ 万円 万円 百万円 ％

ソ フ ト ウ ェ ア 業 245 957 215 570  543 17 764 286 988 16.7 52 852 1 616 253 172 88.2

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 112 407 91 581  158 4 044 67 368 ▲ 40.1 42 638 1 666 52 516 78.0

インターネット附随サービス業 （調査なし）  14  253 5 683 － 40 593 2 246 5 661 99.6

デ ザ イ ン ・ 機 械 設 計 業 10 929 9 865  215 1 399 16 654 52.4 7 746 1 190 14 749 88.6

機 械 修 理 業 （調査なし）  63 1 071 25 412 － 40 336 2 373 22 416 88.2

電 気 機 械 器 具 修 理 業 （調査なし）  53 1 408 34 195 － 64 520 2 429 26 827 78.5

各 種 物 品 賃 貸 業 345 366 275 590  53 1 048 273 590 ▲ 20.8 516 208 26 106 222 798 81.4

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業 40 731 34 545  89  946 38 184 ▲ 6.3 42 904 4 036 33 431 87.6

事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業 19 972 17 578  8  57 16 605 ▲ 16.9 207 568 29 132 14 644 88.2

自 動 車 賃 貸 業 （調査なし）  82  803 48 002 － 58 539 5 978 39 917 83.2

ス ポ ー ツ ・ 娯 楽 用 品 賃 貸 業 （調査なし） － － － － － － － －

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 （調査なし）  46  624 9 077 － 19 732 1 455 7 020 77.3

広 告 代 理 業 160 119 155 388  193 2 618 171 420 7.1 88 819 6 548 165 685 96.7

そ の 他 の 広 告 業 68 331 66 813  77 1 209 83 576 22.3 108 540 6 913 80 702 96.6

平成20年

うち＿＿

当該業務

年間

売上高

平成19年

事業

所数

従業

者数

年間

売上高 うち＿＿

当該業務

１事業所

当たり

従業者

１人

当たり

計 量 証 明 業 3 518 1 973  11  447 5 987 70.2 54 431 1 339 2 771 46.3

表４ 年間売上高の概要 

(1) 従業者数 

 従業者数は「別経営の事業所に派遣している

人」も含めて，事業所の従業者として在籍してい

る人数になります。 

従業者について，最も多い業種はソフトウェア

業の17,764人，続いて情報処理・提供サービス業

の4,044人，広告代理業の2,618人となっています。 

 前年と比較すると，デザイン・機械設計業が

48.8％増，計量証明業が33.4％増，その他の広告

業が24.1％増と大きく増加する一方で，情報処

理・提供サービス業，各種物品賃貸業，産業用機

械器具賃貸業及び事務用機械器具賃貸業について

は減少しています。 

１事業所当たりの従業者数で比較すると，最も

従業者が多いのはソフトウェア業の33人で，以下，

電気機械器具修理業の27人，情報処理・提供サー

ビス業の26人と続きます。最も従業者が少ないの

は，デザイン・機械設計業及び事務用機械器具賃

貸業の7人となっています。 

 事業所数と併せて考えますと，情報処理・提供

サービス業は，事業所数が増加する一方で，従業

者数が減少していることが分かります。（表２） 

 

(2) 従事者数 

 従事者数は従業者数から「別経営の事業所に派

遣している人」の数を差し引き，「別経営の事業

所から派遣されている人」の数を加えたものです。 

 従業者のうち，別経営の事業所に派遣している

人の割合を見ていくと，情報処理・提供サービス

業が10.3％と最も高く，以下，ソフトウェア業が

3.9％，電気機械器具修理業が2.5％となっていま

す。（表３） 

 

３．売上高 

 年間売上高の状況を見ると，最も大きいのは

ソフトウェア業の286,988百万円で，各種物品賃

貸業の273,590百万円，広告代理業の171,420百

万円と続いています。 

前年と比較してみると，計量証明業が70.2％

増，デザイン・機械設計業が52.4％増で，大き

く増加しています。 

一方，情報処理・提供サービス業，各種物品

賃貸業，産業用機械器具賃貸業及び事務用機械

器具賃貸業については，従業者数と同じく減少

となっています。 

１事業所当たりの年間売上高が最も大きいの

は各種物品賃貸業の516,208万円，続いて事務用

機械器具賃貸業の207,568万円となっています。 

この２業種については，従業者１人当たりの

年間売上高についても，各種物品賃貸業が

26,106万円，事務用機械器具賃貸業が29,132万

円と，非常に大きくなっています。（表４） 

 



４．大都市間比較 

  大都市の状況を比較すると，福岡市は，イン

ターネット附随サービス業及び自動車賃貸業の

事業所数と，計量証明業の年間売上高で，大都

市中３番目となっています。 

また，ソフトウェア業や情報処理・提供サー

ビス業の事業所数など，多くの項目で大都市中

４番目となっています。（表5-1，表5-2，表5-3） 

＊   ＊   ＊   ＊   ＊ 

特定サービス産業実態調査の結果は，経済産業省のホー

ムページで公開されていますので，ご利用ください。 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tokusabizi/index.html 

表５－１ 大都市の特定サービス産業の状況（事業所数） 

都　　　市
ソフト

ウェア

業

情報処

理・提

供サー

ビス業

インター

ネット附

随サービ

ス業

デザイ

ン・機械

設計業

機械修理

業（電気

機械器具

修理業を

除く）

電気機械

器具修理

業

各　種

物　品

賃貸業

産業用

機　械

器　具

賃貸業

事務用

機　械

器　具

賃貸業

自動車賃

貸業

スポー

ツ・娯楽

用品賃貸

業

その他の

物品賃貸

業

広　告

代理業

その他

の

広告業

計　量

証明業

全 国 計 12 313 5 433  513 9 111 5 386 3 184 1 576 6 068  212 2 904  196 3 012 5 035 2 532  492

札 幌 市  337  139  9  103  80  50  39  87  8  47  3  30  122  46  13

仙 台 市  188  58  9  48  61  57  37  63  6  41  1  38  97  34  8

さ い た ま 市  79  31  2  50  51 35 27 47 4 39 -  29  25  25 4
千 葉 市  71  29  1  21  34  24  15  54  1  21 -  17  32  29  6

東 京 都 区 部 3 868 1 830  254 1 435  272  233  146  290  38  259  4  259 1 641  457  30

川 崎 市  137  51  2  55  41  23  2  42 -  23 -  19  9  12  2

横 浜 市  473  142  13  254  108  87  32  98  5  58  4  57  82  38  17

新 潟 市  90  46 -  59  48  40  23  95  8  34 -  31  41  20  1

静 岡 市  77  37  1  82  53 34 19 39 4 22 -  24  48  20 7
浜 松 市  78  35 -  79  38  26  14  33  1  25 -  22  30  16  3

名 古 屋 市  577  232  9  440  157  94  64  112  12  102  1  60  276  83  21

京 都 市  126  56  13  185  32  25  25  27  2  11 -  55  57  39  5

大 阪 市 1 159  435  41 1 170  159  89  64  119  12  66  1  78  567  168  17

堺 市  15  11 -  27  21  10  5  31  1  11 -  18  5  15  3

神 戸 市  178  67 12  176  51 27 31 47 4 24 -  38  61  35 12
広 島 市  184  79  6  101  66  44  42  65  4  39  1  30  92  47  6

北 九 州 市  84  34 -  138  53  28  12  76  1  31  1  23  43  24  6

福 岡 市  543  158  14  215  63  53  53  89  8  82 -  46  193  77  11
 福岡市の

 対全国割合(%) 4.41 2.91 2.73 2.36 1.17 1.66 3.36 1.47 3.77 2.82 - 1.53 3.83 3.04 2.24

表５－２ 大都市の特定サービス産業の状況（従業者数） 

都　　　市
ソフト

ウェア

業

情報処

理・提

供サー

ビス業

インター

ネット附

随サービ

ス業

デザイ

ン・機械

設計業

機械修理

業（電気

機械器具

修理業を

除く）

電気機械

器具修理

業

各　種

物　品

賃貸業

産業用

機　械

器　具

賃貸業

事務用

機　械

器　具

賃貸業

自動車賃

貸業

スポー

ツ・娯楽

用品賃貸

業

その他の

物品賃貸

業

広　告

代理業

その他

の

広告業

計　量

証明業

全 国 計 618 519 239 358 21 584 76 628 62 794 47 674 30 544 61 837 3 402 26 997 1 543 33 315 90 815 36 506 13 956

札 幌 市 12 812 3 811  360  561 1 253  502  785 1 042  54  494  97  426 1 707 1 097  347

仙 台 市 8 080 1 897  70  296 1 040  798  499  749  45  378  44  512 1 411  633  142

さ い た ま 市 2 532 2 212  17  214 1 753  657  353  618  19  430 -  247  376  440  185

千 葉 市 4 096 1 327  6  192  938  392  180  742  6  177 -  255  453  280  350

東 京 都 区 部 306 510 118 771 17 757 9 886 6 918 13 281 10 997 5 646 1 400 5 361  44 3 990 47 345 9 689  975

川 崎 市 16 956 4 091  25  690  777  663  78  603 -  156 -  415  67  109  402

横 浜 市 34 444 8 146  105 2 786 1 458 1 790  547 1 509  18  626  17  945 1 046  765  751

新 潟 市 2 770 1 732 -  250  369  224  395 1 148  75  307 -  322  570  134  114

静 岡 市 2 921 1 079  11  501  400  235  221  370  52  182 -  316  858  387  150

浜 松 市 1 706  475 -  339  212  178  103  317  2  232 -  172  256  250  90

名 古 屋 市 21 731 7 240  314 4 835 2 655 1 822 1 725 1 774  179 1 444  8  789 4 915 1 292  557

京 都 市 5 299 1 833  136  848  396  315  249  396  11  98 -  708  673  512  219

大 阪 市 47 529 19 140 1 159 6 884 3 265 2 724 2 889 1 970  261 1 094  8 1 136 10 969 2 447  293

堺 市  359  295 -  158  380  282  60  424  24  116 -  250  70  139  141

神 戸 市 6 038 1 043  169 2 116  975  233  355  555  23  267 -  332  546  577  401

広 島 市 6 236 1 632  44 1 662  672  605  479  662  32  493  3  408 1 048  805  108

北 九 州 市 3 749  676 -  851  652  266  64  718  20  207  11  260  399  309  253

福 岡 市 17 764 4 044  253 1 399 1 071 1 408 1 048  946  57  803 -  624 2 618 1 209  447
福岡市の

対全国割合(%) 2.87 1.69 1.17 1.83 1.71 2.95 3.43 1.53 1.68 2.97 - 1.87 2.88 3.31 3.20
 

 

（単位：百万円）
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業
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ビス業
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デザイ

ン・機械

設計業

機械修理業

（電気機械

器具修理業

を除く）

電気機械

器具修理
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各　種

物　品

賃貸業

産業用

機　械

器　具

賃貸業

事務用

機　械

器　具

賃貸業

自動車賃貸

業

スポー

ツ・娯楽

用品賃貸

業

その他の

物品賃貸

業

広　告

代理業

その他

の

広告業

計　量

証明業

全 国 計 14 807 020 5 038 458  785 262  813 920 1 346 868  971 715 7 518 182 1 918 396  683 494 1 415 055  10 267  376 619 6 939 351 1 920 196  154 321

札 幌 市  198 693  59 084  27 253  5 590  33 226  10 235  164 141  34 169  12 348  20 365   280  5 664  79 786  79 396  3 436
仙 台 市  142 370  30 533  1 028  2 527  27 309  25 198  147 522  29 181  14 347  21 382 x  5 433  56 351  54 672  2 173
さい た ま市  36 588  42 753 x  2 126  42 936  13 376  138 857  16 730  5 944  21 840 -  2 689  9 837  24 727  2 221
千 葉 市  136 103  22 033 x  1 831  25 945  8 547  67 591  24 473 x  8 810 -  3 747  15 066  13 311  3 837
東京 都 区部 9 099 168 3 019 575  676 477  127 145  162 519  290 836 3 604 146  277 051  489 352  511 737   372  64 640 4 651 242  698 591  13 591
川 崎 市  537 946  134 718 x  5 702  16 704  9 784 x  21 759 -  3 972 -  3 478  1 805  2 739 x 

横 浜 市  694 368  154 382  9 204  31 650  29 167  38 620  160 219  47 445  5 995  30 738   433  9 546  53 706  18 414  7 605
新 潟 市  36 309  31 690 -  1 956  6 677  4 383  56 714  30 112  1 460  12 928 -  3 785  27 734  4 576 x 
静 岡 市  45 996  22 589 x  8 138  9 118  5 429  74 985  9 252  3 352  8 679 -  3 341  38 836  13 273  1 451
浜 松 市  25 416  5 655 -  3 111  3 746  4 181  25 311  11 450 x  8 918 -  2 370  10 305  11 765  1 020
名 古 屋 市  425 417  163 107  12 966  45 481  60 342  46 043  358 500  62 440  28 739  95 277 x  11 435  283 315  92 997  5 865
京 都 市  121 748  29 495  2 003  8 091  12 778  4 684  87 465  12 040 x  7 556 -  7 668  39 325  26 745  3 851

大 阪 市  813 720  356 664  28 347  76 432  89 691  59 978  906 470  83 679  40 958  102 981 x  17 159  917 676  143 435  2 831
堺 市  4 417  3 802 -  1 333  13 751  4 971  8 251  12 790 x  12 293 -  2 929   779  5 373  1 656
神 戸 市  121 437  16 466  4 562  23 179  27 409  5 448  74 524  16 953  4 856  9 243 -  4 782  18 862  17 708  3 727
広 島 市  116 802  22 006   530  19 446  17 186  17 006  154 618  21 718  4 316  38 817 x  4 535  52 590  49 710  1 366
北 九 州 市  54 227  8 611 -  7 795  13 606  5 680  13 595  22 683 x  5 320 x  2 429  12 231  16 596  1 777
福 岡 市  286 988  67 368  5 683  16 654  25 412  34 195  273 590  38 184  16 605  48 002 -  9 077  171 420  83 576  5 987
 福岡市の

 対全国割合(%) 1.94 1.34 0.72 2.05 1.89 3.52 3.64 1.99 2.43 3.39 - 2.41 2.47 4.35 3.88

表５－３ 大都市の特定サービス産業の状況（年間売上高） 


